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着床前診断実施についての声明文

着床前診断を推進する会（ＰＧＤ会）

患者夫婦 ２１組

医　師　 根津八紘

医　師　 大谷徹郎

弁護士　遠藤直哉

　当会は、本日、着床前診断（受精卵診断）を希望する患者夫婦２１組を中心として結成されました。当会は、政府、政党、日本産科婦人科学会、医療機関、報道機関などに対して、着床前診断の実施を社会的に容認されるよう強く呼びかけます。着床前診断は、１９９０年以来、世界で１０００例を越し、ナチス関係国を除く、全世界で実施されており、日本は何と１５年以上も遅れてしまっております。当会は、着床前診断が、法令で何ら禁止されておらず、患者が治療を受ける憲法上の権利を有するため、患者救済のため以下のとおり、本年秋頃より実施を予定します。

１．当会の患者の１７組は、習慣性流産であり、３～７回と流産をされていることにより、早急に実施を要請されており、医師としては治療の義務を負うもので、これ以上放置することは出来ません。着床する受精卵のみを選択することであり、生命の選択に当たるとの非難には全く当たりません。

２．当会の患者４組は、遺伝性疾患回避のために、実施を求めております。鹿児島大学の申請のときから最近の日本産科婦人科学会のシンポジウムまで、既に議論は尽くされており、重篤な疾患については、多様な選択肢の一つとして認めるべきであるとの結論に至りつ??
???
?????????

Iつあります。当会では、さらに重篤とは患者の自己決定権に基づき、医師との協議のうえ柔軟に解釈すべきものと考え、　諸外国で実施されている様々な遺伝性疾患の症例に至るまで実施を予定します。

３．着床前診断の技術は、欧米、特に米国では著しい進歩を遂げているため、当会は、米国のムネ博士と提携しつつ、患者への充分なインフォームドコンセントを行い、最高水準の技術を提供し、安全かつ確実な医療の実施を予定します。

４．当会の患者５組らは既に、日本産婦人科学会に対して着床前診断の実施について妨害禁止請求の訴訟を提起しておりますので、関係機関におきましても、当会の訴訟上の請求を充分尊重されるよう要望致します。
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